
事業番号 0409

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）
事業名 労災保険給付に必要な経費 担当部局庁 労働基準局労災補償部 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・労働者災害補償保険法第2条の2
・石綿による健康被害の救済に関する法律第59条第1項

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

労災保険給付は、労働基準法上の事業主の災害補償責任を担保するための制度であり、労働者の業務上又は通勤による負傷、疾病、障
害、死亡等に対して、迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

昭和22年度 担当課室 労災管理課 木原　亜紀生

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ　３　１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

別紙のとおり

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 796,954 793,061 785,784 780,348 784,428

補正予算

繰越し等

執行額 744,457 750,826 756,937

計 796,954 793,061 785,784 780,348 784,428

22年度 23年度

％ 93.4 94.7

執行率（％） 93.4% 94.7% 96.3%

96.3

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

被災労働者からの請求に基づき、適切な給付を行い、執
行実績を適切に予算額に反映させる。（成果目標を予算
額、達成度を執行率として設定する。）

成果実績 百万円 796,954 793,061 785,784 780,348

達成度

成果指標 単位

-

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
本経費は被災労働者等の請求に基づき支給する保険給付費であり、単
位当たりコストの算出はなじまない。

保険給付費 780,348 784,428 給付見込みの増による増

(      －      ) (      －      ) (      －      ) (5,437,960)

単位当たり
コスト

保険給付支払件数

活動実績

（当初見込
み）

件数

5,288,237 5,347,662 5,458,374

計 780,348 784,428

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目



―

保険給付は労災の被災労働者等への保険給付に必要な経費であ
る。

地方公務員災害補償制度 総務省

―

―

―

―

事業番号

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

労災の被災労働者等への保険給付は広く国民のニーズがあり、優
先度が高い事業である。

強制加入保険である労災保険の給付については、労災保険を管掌
する国が直接実施すべき事業である。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ―

労災の被災労働者等への保険給付は広く国民のニーズがあり、優
先度が高い事業である。

―

労働基準法上の事業主の災害保証責任を担保するための制度であ
ることから、受益者との負担関係は妥当である。

―

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

―

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ―

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ―

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

410 職務上年金給付費等交付金に必要な経費 厚生労働省労働基準局

点
検
結
果

労災保険は、労働者が業務上の自由又は通勤により負傷し、疾病にかかり、障害を受け、死亡した場合等に、被災労働者等に対して迅速かつ公正な保
護をするため、必要な保険給付を行うものであり、24年度も概ね見込み通りの給付が行われた。
当該経費については、今後も実績等を勘案し、必要額を精査の上、予算要求を行うこととする。

外部有識者の所見

重
複
排
除

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現状通り
労災保険給付するための事業であり、本事業の必要性の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき
（必要な予算措置に努めること）。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現状通り －

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

類似の制度があるが、それぞれ対象者が異なり、適切な役割分担と
なっている。

類似事業名 所管府省・部局名

国家公務員災害補償制度 人事院

平成22年 657 平成23年 0595 平成24年 0532



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省
７５６，９３７百万円（平成２４年度執行額）

（労災保険給付については給付種別に応じて厚生
労働本省及び都道府県労働局・労働基準監督署に
て支払を行っている。）

Ａ．被災労働者等
５２８，９７３百万円

Ｂ．医療機関等
２２７，９６４百万円

業務上の理由又は通勤による労働者の負傷、疾
病、死亡等に対して迅速かつ公正な保護に資するた
めに必要な保険給付。

【被災労働者等の請求に基づき支給】

年金等給付を請求 被災労働者に必要な療養の給付



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

保険給付費 年金等給付（現物給付を除く） 528,973

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 528,973 計 0

保険給付費 被災労働者に必要な療養の給付 227,964

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 227,964 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 被災労働者 年金等給付を請求 528,973

227,964

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 医療機関等 被災労働者に必要な療養の給付



別紙

【事業概要】
　
　労働者災害補償保険は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に
対して、以下の保険給付を支給している。
　○療養（補償）給付　：必要な療養の給付又は療養の費用の支給
　○休業（補償）給付　：休業４日目から、休業１日につき給付基礎日額の60%相当額
　○障害（補償）給付
　　　・障害（補償）年金
　　　　　：傷病が治ゆ（症状固定）した後に障害等級第１級から第７級までに該当する障害が残った
　　　　　ときに、障害の程度に応じ、給付基礎日額の313日分から131日分の年金
　　　・障害（補償）一時金
　　　　　：傷病が治ゆ（症状固定）した後に障害等級第８級から第14級までに該当する障害が残った
　　　　　ときに、障害の程度に応じ、給付基礎日額の503日分から56日分の一時金
　○遺族（補償）給付
　　　・遺族（補償）年金
　　　　：死亡した労働者の遺族の数等に応じ、給付基礎日額の245日分から153日分の年金
　　　・遺族（補償）一時金
　　　　：①遺族（補償）年金を受け得る遺族がいない場合、又は②遺族（補償）年金を受けている方
　　　　が失権し、かつ、他に遺族（補償）年金を受け得る者がいない場合であって、すでに支給され
　　　　た年金の合計額が給付基礎日額の1000日分に満たない場合、給付基礎日額の1000日分
　　　　（②の場合はすでに支給した年金の合計額を差し引いた額）
　○葬祭料・葬祭給付
　　　・死亡した労働者の葬祭を行う場合、315,000円に給付基礎日額の30日分を加えた額
　　　　（その額が給付基礎日額の60日分に満たない場合は、給付基礎日額の60日分）
　○傷病（補償）年金
　　　・傷病が療養開始後1年6か月を経過した日又は同日後において、①傷病が治ゆ（症状固定）
　　　　していない場合であり、かつ②傷病による障害の程度が傷病等級に該当する場合に、障害
　　　　の程度に応じ、給付基礎日額の313日分から245日分の年金

　○介護（補償）給付
　　　：障害（補償）年金又は傷病（補償）年金受給者のうち第1級の者又は第2級の者（神経・精神
　　　の障害及び胸腹部臓器の障害の者）であって、現に介護を受けている者に対し、①常時介
　　　護の場合は、介護の費用として支出した額（ただし、104,290円を上限とする。）、②随時介護
　　　の場合は、介護の費用として支出した額（ただし、52,150円を上限とする。)
　○二次健康診断等給付
　　　：事業主の行う健康診断等のうち直近のもの（一次健康診断）において、①検査を受けた労働
　　　者が、血圧検査、血中脂質検査、血糖検査、腹囲又はＢＭＩ（肥満度）の測定のすべての検査
　　　において異常の所見があると診断されており、かつ②脳血管疾患又は心臓疾患の症状を有し
　　　ていないと認められる場合に、二次健康診断及び特定保健指導の給付

　また、石綿による健康被害の救済に関する法律（石綿健康被害救済法）に基づき、労働者又は
特別加入者であって石綿にさらされる業務に従事することにより、中皮腫等の指定疾病等にかか
り、これにより死亡した者の遺族であって、時効により労働者災害補償保険法に基づく遺族補償
給付の支給を受ける権利が消滅した場合に、以下の特別遺族給付金を支給している。
　○特別遺族給付金
　　　・特別遺族年金
　　　　　：死亡した労働者の遺族の数に応じ、330万円から240万円の年金
　　　・特別遺族一時金
　　　　　：①石綿健康被害救済法施行日において、特別遺族年金の受給権者がいないとき、又は
　　　　　②特別遺族年金の受給権者がいなくなった場合で、すでに支給された特別遺族年金の額
　　　　　が、①の場合に支給されることとなる特別遺族一時金の額未満のときに、1,200万円の一時金
　　　　　（②の場合はすでに支給した年金の合計額を差し引いた額）
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平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目

(55,638)

単位当たり
コスト

保険給付件数

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

計 6,306 6,068

単位

活動実績

（当初見込
み）

件数

88,298 78,402 63,615

(      －      ) (      －      ) (      －      )

百万円

本経費は被災労働者等の請求に基づき支給する保険給付費であり、単
位当たりコストの算出はなじまない。

職務上年金給付費等交付金 6,306 6,068 給付見込みの減による減

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

被災労働者等からの請求に基づき、適切な給付を行い、
執行実績を適切に予算に反映させる。(成果実績を予算
額、達成度を執行率として設定とする。）

成果実績

-

22年度 23年度

％ 100 96.5

7,799 8,245 7,210 6,306

執行率（％） 100.0% 96.5% 99.4%

99.4達成度

成果指標

繰越し等

執行額 7,799 7,959 7,165

計 7,799 8,245 7,210 6,306 6068

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　 船員保険の職務上疾病・年金部門については、「雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第30号）」が施行される平成22年1
月1日をもって、労災保険に統合されることとなったが、統合前に保険給付の支給事由の生じた職務上疾病・年金部門の給付等は、全国健
康保険協会が行うこととなった。
　  また、これら給付等に要する保険料財源は、船員特会から労災勘定へ移管されたため、当協会に対して、同法附則第40条第1項の規定
に基づく保険給付に要する費用及び保険給付事業の事務の執行に要する費用を、同協会に対して交付するものである。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 7,799 8,245 7,210 6306 6068

補正予算

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第
30号）附則第40条第1項

関係する計画、
通知等

職務上年金給付費等交付金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　 雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第30号）附則第39条の規定により、全国健康保険協会が支給するものとされた同法
による改正前の船員保険法の規定による保険給付に要する費用に充てることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

平成21年度 担当課室 労災管理課 木原　亜紀生

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ　３　１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

事業番号 ０４１０

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート (厚生労働省）
事業名 職務上年金給付費等交付金に必要な経費 担当部局庁 労働基準局労災補償部 作成責任者



備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 ０６５８ 平成23年 ０５９６ 平成24年 ０５３３

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事業内容の改善執行実績に比べて予算が過大に計上されていないかという観点から、執行実績を踏まえ、予算を縮減すべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

縮減 執行実績を踏まえ給付見込額を見直したことによる削減

点
検
結
果

当該交付金については、船員保険の統合に伴う施行日（平成22年1月1日）前に支給事由の生じた職務上年金給付費及び職務上疾病給付費相当分とし
て被災労働者に対する必要な保険給付費であり、24年度も概ね見込みどおりの給付が行われた。
今後も実績等を勘案し、必要額を精査の上、予算要求を行うこととする。

外部有識者の所見

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
当該交付金については、船員保険の統合に伴う施行日
（平成22年1月1日）前に支給事由の生じた職務上年金給
付費等相当分として全国健康保険協会に交付するもの
であり、対象者が異なる。

409 労災保険給付に必要な経費 厚生労働省労働基準局

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ―

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

―

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ―

統合前に保険給付の支給事由の生じた職務上疾病・年金部門の給
付等については全国健康保険協会が支給することとなっている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ―

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

統合前に保険給付の支給事由の生じた職務上疾病・年金部門の給
付等については広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であ
る。

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

―

―

―

―

統合前に保険給付の支給事由の生じた職務上疾病・年金部門の給
付等については広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であ
る。

―

船舶所有者の災害保証責任を担保するための制度であることから、
受益者との負担関係は妥当である。

―

―

統合前に保険給付の支給事由の生じた職務上疾病・年金部門の給
付等に必要な経費である。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省
７，１６５百万円

【交付金】

Ｂ．被災労働者等
７，０８２百万円

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律

第30号）附則第40条第1項の規定に基づく保険給付に

要する費用及び保険給付事業の事務の執行に要する

費用。

旧船員保険法の規定による職務上の事由によ
る年金給付等の請求

旧船員保険法の規定による職務上の事由によ
る年金給付等。

うち事務費４４百万円

人件費・システム経費等

A．全国健康保険協会
７，１６５百万円



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7,082 計 0

保険給付費 年金給付等 7,082

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7,165 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事務費 人件費、システム関係費、その他事務諸費 83

保険給付費 被災労働者等への保険給付費 7,082



支出先上位１０者リスト
A.

7,121

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 被災労働者等 年金給付等の請求

1 全国健康保険協会
保険給付に要する費用及び保険給付事業の事務の執行に要する費用の支
給

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

7,165



事業番号 0411

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）
事業名 労災保険給付業務に必要な経費 担当部局庁 労働基準局労災補償部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和31年度 担当課室 労災管理課 木原　亜紀生

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ　３　１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）
特別会計に関する法律第99条第1項第2号

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　労災保険給付は、労働基準法上の事業主の災害補償責任を担保するための制度であり、労働者の業務上又は通勤による負傷、疾病、障
害、死亡等に対して、迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　被災労働者に対する労災保険給付業務に必要な事務の実施（システムの借上げ及び通信に係る費用の支出、事務用品の購入等）。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

1,390

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 5,356 11,682 14,565 14,181 13,983

補正予算

繰越し等 △ 5 241 △ 458 637

5,351 13,313 14,107 14,818 13,983

執行額 4,837 9,830 11,323

達成度

執行率（％） 90.4% 73.8% 80.3%

成果指標 単位 22年度 23年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

百万円
（都道府県
労働局執
行実績）

2,838 4,152

％

(       －       ) (       －       ) －

- -

24年度

24年度
目標値

（25年度）

保険給付業務に必要なシステムの改修等により無駄の
削減及び業務の効率化を進め、速やかに支給決定を行
うことを目標とする。

成果実績 - - - -

-

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
保険給付業務の内容は多岐にわたり、統一的な評価方法を設定するこ
とができないため、単位当たりコストの算出はなじまない。

予算の執行管理を徹底し、保険給付業務に必要な経費
の節減に努める。また、システム改修等について、遅延
が生じないよう進捗状況の管理を徹底する。

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

4,010 ―

(       －       )

8,692 8,552 執行実績を踏まえ必要経費を見直したことによる減

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

単位当たり
コスト

25年度活動見込

委託費 66 61

事務費 5,423 5,372

システム関係経費

計 14,181 13,985

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目



―

労災の被災労働者等への保険給付に必要なシステム経費・事務費
に限定されている。

経費の節減及び契約価格が当初予定を下回ったことによるもの。

業務・システム最適化が実行されており、実効性の高い手段となって
いる。

―

開発されたシステムは十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ―

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

労災の被災労働者等への保険給付に必要なシステム経費・事務費
であり、広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業である。

強制加入保険である労災保険の給付については、労災保険を管掌
する国が直接実施すべき事業であり、本事業はその保険給付に必
要なシステム経費・事務費である。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ―

労災の被災労働者等への保険給付に必要なシステム経費・事務費
であり、広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業である。

労災保険給付システムにおいてシステムの安定稼働及び著作権の
保護の点で支障が生じることから、随意契約で行わざるを得なかった
もの。

労働基準法上の事業主の災害補償責任を担保するための制度であ
る労災保険の保険給付に必要なシステム経費・事務費であり、被災
労働者に対する迅速・適正な保険給付を行うための経費であること
から受益者との負担関係は妥当である。

―

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 △

点
検
結
果

本事務費は労災保険給付事業をより円滑に行うために必要となる経費であるが、本事務費についても、節約による経費の縮減など適切な予算の執行管
理に努めているところである。厳しく見直しを図っているところである。特に労災保険給付業務に係るシステム関係経費については、その特殊性からこれ
まで一者入札が多く見られていたが、競争性を確保するため、なるべく多くの者が入札に参加できるよう、外部有識者による仕様書の見直しを行うなど調
達手法の改善を行い、経費の適切な活用を行った。。引き続き適正な予算執行に努めるとともに執行実績を踏まえた予算要求を行ってまいりたい。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者の所見

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

―

執行率を勘案し予算額への反映が必要。（長崎）

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

事業内容の改善コストの低い他の手段で同等以上の成果を引き出すという観点から、必要経費の見直しにより、予算を縮減するべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

縮減 執行実績を踏まえ必要経費を見直したこといよる削減（反映額：▲198百万円）

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 ６６４ 平成23年 ０６０１ 平成24年 ０５３７



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省
11,348百万円

A （株）ＮＴＴデータ
他１２者

３，０００百万円

Ｂ （株）日立製作所
他４者

９３８百万円

Ｃ ＮＴＴデータ
他９者

２，９１７百万円

Ｅ 都道府県労働局
４，０１０百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札等】

労災行政情報システ
ム管理運営経費

Ｄ 日通商事（株）
他２００者

４３８百万円

労災レセプト電算処
理システム開発経費

労働基準行政情報
システム管理運営経

費

印刷製本費、後納郵
便料、消耗品費等

労災保険給付業務

【一般競争入札等】 【一般競争入札等】

労災保険給付業務に必要な経費



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.(株)NTTデータ Ｅ.大阪労働局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

保守料 アプリケーション保守 1,038 謝金
労災保険調査員、通勤災害調査員等への
謝金

159

事務費 業務用消耗品の購入等 89

認定経費 業務上外の認定等に要する費用 75

旅費 労災適正給付調査旅費等 11

計 1,038 計 334

B.（株）NTTデータ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

改修経費 制度改正・事務簡素化等のための改修業務 221

計 221 計 0

Ｃ.ＮＴＴデータ（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃貸借料 ハードウェア・ソフトウェア借入経費 1,472

計 1,472 計 0

D.日通商事（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃貸借料 プライバシー保護機器賃貸借 97

保守料 プライバシー保護機器保守 38

計 135 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

10
NTTデータカスタマサービス
(株)

拠点ＬＡＮ移設経費 1 随意契約

9
伊藤忠テクノソリューションズ
(株)

端末移設経費 1 随意契約

8
NTTデータカスタマサービス
(株)

拠点ＬＡＮ導入・保守経費 31 7 33.8

7 (株)三菱総合研究所 コンサルティング業務 38 2 81.0

6
伊藤忠テクノソリューションズ
(株)

ＯＣＲスキャナ消耗品 47 2 76.8

5 ソフトバンクテレコム(株) 統合ネットワーク回線利用に伴う分担金 121 2 66.1

4 (株)NTTデータ 運用等業務 208 4 36.8

3 (株)NTTデータ 制度改正・事務簡素化等のための改修業務 404 1 94.9

2 (株)NTTデータ アプリケーション保守経費 445 1 94.5

1
伊藤忠テクノソリューションズ
(株)

ハードウェア・ソフトウェア借入経費（再リース） 1,472 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)NTTデータ アプリケーション保守経費 1,038 1 94.5

2
伊藤忠テクノソリューションズ
(株)

ハードウェア・ソフトウェア借入経費（再リース） 573 随意契約

3 (株)NTTデータ 本省払い追加機能等に係るシステム改修 444 随意契約

4 (株)NTTデータ 運用等業務 208 4 36.8

5 ソフトバンクテレコム(株) 統合ネットワーク回線利用に伴う分担金 154 2 66.1

6 (株)三菱総合研究所 コンサルティング業務 151 2 81.0

7 (株)NTTデータ 制度改正・事務簡素化等のための改修業務 110 1 94.9

8
NTTデータカスタマサービス
(株)

拠点ＬＡＮ導入・保守経費 47 7 33.8

9
伊藤忠テクノソリューションズ
(株)

ＯＣＲスキャナ消耗品 47 2 76.8

10 (株)ＤＴＳ 支援SE 6 2 57.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 （株）三菱総合研究所 工程管理等支援業務 127 1 75.7

1 (株)NTTデータ 制度改正・事務簡素化等のための改修業務 221 1 94.9

2 （株）日立製作所 設計・開発等業務 216 4 31.2

7 (株)NTTデータ 接続試験における問合わせ対応業務 1 随意契約

6 (株)NTTエムイー 労災保険ネットワーク経費 5 随意契約

3 （株）日立製作所 ハードウェア・ソフトウェア借入経費 191 2 71.3

4 （株）日立製作所 追加開発等業務 179 随意契約



D.

E.

10 広島労働局 労災保険給付業務 119

9 千葉労働局 労災保険給付業務 132

8 福岡労働局 労災保険給付業務 134

7 埼玉労働局 労災保険給付業務 138

6 兵庫労働局 労災保険給付業務 174

5 神奈川労度局 労災保険給付業務 198

4 北海道労働局 労災保険給付業務 204

3 愛知労働局 労災保険給付業務 210

2 東京労働局 労災保険給付業務 267

1 大阪労働局 労災保険給付業務 334

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 (株)太陽美術 労働者健康状況調査票他9点の印刷 2 4 86.7

9 (株)ネッツ 請求（申請）のできる保険給付等パンフレットほか8件の印刷 2 10 49.2

8 永和印刷(株) 診療費請求内訳書（入院外用）連続44箱ほか10件の印刷 4 4 61.8

7 (株)ハップ 6511念書（兼同意書）3,202箱ほか38件の印刷 6 5 64.5

6 (株)田中印刷東京営業所 特別加入申請書（中小事業主等）1704冊ほか34件の印刷 6 7 56.4

5 （株）エヌ・ユー・エス 定期報告関係用紙の印書等業務一式 9 1 99.3

4
（株）日比谷コンピュータシステ
ム

診療費、アフターケア委託費等の支払振込通知書の印書、分離、封入封緘 14 21 34.4

3
リコーソリューションズ東京
（株）

レセプト管理支援機器の賃貸借・保守 43 随意契約

2 日本郵便（株） 郵便料金 135 随意契約

1 日通商事（株） プライバシー保護機器の保守・賃貸借 135 1 95.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



21

事業番号 412

労働災害動向調査費 担当部局庁 統計情報部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和27年 担当課室 雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 室長　野地　祐二

事業名

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ-3-1 迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

統計法（平成19年5月23日法律第53号）第19条
関係する計画、

通知等
「労働災害防止計画」その他安全衛生対策に関する通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

主要産業における年間の労働災害の発生状況を明らかにして、厚生労働行政の基礎資料とすることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○事業所調査
30人以上（製造業のうち特定の産業については10～29人）の常用労働者を雇用する事業所を対象として、年間の労働災害の発生状況を把握するため、
厚生労働省において調査票を配布し、回収、審査。集計、公表を行う。
○総合工事業調査
総合工事業の一定規模以上の工事現場を対象として、半期ごとに調査し年間の労働災害の発生状況を把握するため、厚生労働省において調査票を配
布し、回収・審査・集計・公表を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 29 22 18 18 18

補正予算

繰越し等

29 22 18 18 18

執行額 13 18 14

執行率（％） 46.9% 84.6% 77.0%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値
（　　年度）

この事業は、省内各部局が実施している各種施策に必
要な基礎資料を得ることを目的として実施するものであ
るため成果目標を設定していない。

成果実績 － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

事業所
工事現
場

28,381
4,402

30,388
4,646

28,823
4,769

－

―

(31,800)
 (5,000 )

(31,800)
 (5,000 )

(31,800)
 (5,000 )

(31,800)
 (5,000 )

単位当たり
コスト

　　　　４０７　（円／事業所、工事現場） 算出根拠

単位当りコスト＝X/Y

X：24年度執行額（13，668千円）
Y：調査客対数（33,592事業所、工事現場）

調査客体数:33,592

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

消耗品費 0.3 0.3

3 3

通信運搬費 10 9 封入封緘業務を雑役務費へ移行したことによる減

印刷製本費

賃金 1 1

保険料 0.02 0.02

18 18

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

雑役務費 3 4 封入封緘業務を通信運搬費から移行させたことによる増

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



##

本事業は調査票・報告書等の印刷製本費、通信運搬費
等で構成されており、統計調査の実施のための必要最
小限に限定されている。

入札により経費が抑えられているためである。

－

当初の約36,800の調査客体の見込みに対し、約34,000
の活動実績となっており、当初予定通りに公表している
ことから概ね見込みに見合ったものである。

調査結果は厚生労働行政の基礎資料として広く活用さ
れている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

－

－

－

調査実施前に名簿メンテナンスを行うことにより廃業事
業所に調査票を発送しないようする、調達に当たっては
可能な部分については一般競争入札を実施しており妥
当である。

－

△

単位当たりコストの水準は妥当か。

行政事業レビュー推進チームの所見

所管府省・部局名

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

現
状
通
り

－

○

調査結果は労働災害防止に関する政策立案等に利用さ
れる他、国民にも広く利用されている。
調査結果については正確性・信頼性が求められているた
め、国で行う必要がある。
調査結果は労働災害防止に関する政策立案、行政指導
等を実施するために利用されており、優先度の高い事業
となっている。
随意契約については会計法上認められている少額の随
意契約である。

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

○

○

－

○

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

外部有識者の所見

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

665 602平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年 538

本事業は、主要産業における年間の労働災害の発生状況を明らかにして、厚生労働行政の基礎資料とするため、事業所を対象に調査を行
う事業であり、本事業の必要性や評価の観点から評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点検対象外

調達に当たっては、可能な部分について一般競争入札を実施する等、引き続き効率的な実施に努める。また調査結果については、わかりやすくポイント
を示すなど国民にわかりやすいように公表資料を作成し遅滞なく公表する。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

１４百万円 

一般統計調査である労働災害
動向調査を実施するための経
費 

【随意契約】 【一般競争入札】 

Ｂ．民間会社（２社） 

３百万円 
Ａ．民間会社（６社） 

１０百万円 

Ｃ．臨時集計員（６名） 

２百万円 

調査票発送、調査用品印刷、
報告書印刷、封入封緘、 
データ入力等 

調査用品印刷、電話督促業務 

【賃金】 

調査票の受付・内容点検業務 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

通信運搬費
郵便料金
調査票発送等

7

金　額
(百万円）

A.日本郵便株式会社

使　途 費　目 使　途
金　額
(百万円）

E.

費　目

計 7 計 0

B.大和綜合印刷株式会社 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

印刷製本費 調査用品印刷 2

計 2 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A. 民間会社（６社）【随意契約】

B. 民間会社（２社）【一般競争入札】

C. 臨時集計員（６名）【賃金】

10

9

8

7

6 個人F 調査票の受付・内容点検業務 0.3

5 個人E 調査票の受付・内容点検業務 0.3

4 個人D 調査票の受付・内容点検業務 0.3

3 個人C 調査票の受付・内容点検業務 0.3

2 個人B 調査票の受付・内容点検業務 0.3

1 個人A 調査票の受付・内容点検業務 0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

株式会社信興テクノミスト 電子調査票改修

71.0

3

8

7

9

10

1.6

6

4

2

5

1 大和綜合印刷㈱

株式会社ピーアンドピ－・キャリア 電話督促業務（事業所調査）

調査用品印刷 7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本郵便㈱ 調査票等送付経費 7.0 随意契約

2 0.9 随意契約

3 （株）内山回漕店 封入封緘、委託発送 0.7 随意契約

4 （株）大和プリント 調査用品印刷、報告書印刷 0.4 随意契約

5 （株）日本統計センター データ入力 0.3 随意契約

6 ミクニ商会 消耗品 0.2 随意契約

7

8

9

51%

落札率

70%

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 21 21

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

雑役務費 4 4

賃金 5 5

保険料 0.07 0.07

3 3

通信運搬費 8 8

印刷製本費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

消耗品費 0.2 0.2

―

（事業所
14,000
個人
18,000）

（事業所
14,000
個人
18,000）

（事業所
14,000
個人
18,000）

単位当たり
コスト

　　　　　366（円／件（事業所、個人）） 算出根拠

単位当りコスト＝X/Y

X：24年度執行額（11,718千円）
Y：調査客対数（24年度当初見込み）（32,000事業所、個人）

調査客体数　14,000事業所、18,000人（個人）
公表予定：平成25年９月

活動実績

（当初見込
み）

事業所
個人

事業所
12,482
個人
19,818

事業所
13,276
個人
18,545

※未公表のため
-

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

この事業は、省内各部局が実施している各種施策に必
要な基礎資料を得ることを目的として実施するものであ
るため成果目標を設定していない。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 43.2 66.7 56.9

執行額 14 18 12

33 27 21 21 21

21 21

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 33 27 21

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

事業所センサスから無作為に抽出した10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所に調査票を送付する。また、事業所において無作為に抽出した労
働者に事業所を通じて調査票を配布する。その後、厚生労働省において回収・審査・集計・公表を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

統計法（平成19年5月２３日法律第５３号）第19条
関係する計画、

通知等
「労働災害防止計画」その他労働安全衛生対策に関する通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

メンタルヘルス対策及び過重労働による健康障害防止対策、危険性又は有害性等の調査等の実施の促進に関する政策評価に資すること並びに、新し
い労働安全衛生管理手法に関する実態を把握することにより、労働安全衛生法第６条に基づき、労働災害防止計画の重点施策を策定するための基礎
資料とすることを目的とする。

昭和41年 担当課室 雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 室長　野地　祐二

事業名

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ-3-1 迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

事業番号 413

労働安全衛生特別調査費 担当部局庁 統計情報部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点検対象外

今後も引き続き内容の精査を行い、効率的な執行に努めていくこととしたい。入札により経費が抑えられた結果、不用率が大きくなっているが、この点に
ついては既に予算要求内容を精査し見直しを行ったところである。今後とも、実績に基づく予定価格の設定見直し等により、更なる不用率の減少に努め
ることとする。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、メンタルヘルス対策及び過重労働による健康障害防止対策、危険性又は有害性等の調査等の実施の促進に関する政策評価に
資すること並びに、新しい労働安全衛生管理手法に関する実態を把握することにより、「労働災害防止計画」の重点施策を策定するための基
礎資料とするための事業であり、本事業の必要性の評価も概ね妥当であることから、予算と執行の状況を見つつ、引き続き効率的な執行に
努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 666 603

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

－

○

○

-

○

○

○

-

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

調査結果は労働災害防止計画に関する政策立案等に
利用される他、国民にも広く利用されている。

△

539

－

本事業は調査票・報告書等の印刷製本費、通信運搬費
等で構成されており、統計調査の実施のための必要最
小限に限定されている。

入札により経費が抑えられたためである。

事業所におけるメンタルヘルス対策などの労働者の健康
管理対策について、事業所に対して直接調査を行うもの
であり、事業目的を達成していることから、実効性の高い
手段であると認識している。

－

調査結果は厚生労働行政の基礎資料として広く活用さ
れている。

調査結果については正確性・信頼性が求められるため、
国で行う必要がある。

調査結果は労働災害防止計画に関する政策立案等に
利用される他、国民にも広く利用されている。

随意契約については会計法上認められている少額の随
意契約である。

－

調査票を精査し、必要最低限の枚数にする等、可能な限
りコストの削減に努めているところである。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

１２百万円 

【随意契約】 

Ａ．民間会社（５社） 

７百万円 

【一般競争入札】 

Ｂ．民間会社（３社） 

３百万円 
Ｃ．臨時集計員（８名） 

２百万円 

封入封緘、調査票発送、報告書作成

等 
調査用品印刷、電話督促業務委託、

データ入力等 

 

一般統計調査である労働安全衛生

特別調査を実施するための経費 

【賃金】 

調査票の受付・内容点検業務 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2 計 0

印刷製本費 調査票作成及びプレプリント印字 2

B.株式会社太陽美術 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 6 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.日本郵便株式会社 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

通信運搬費 調査票発送等 6

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A. 民間会社（５社）【随意契約】

B. 民間会社（３社）【一般競争入札】

C. 臨時集計員（８名）【賃金】

入札者数 落札率

10

54.1

19.1

落札率

97.5

9

8

7

6

5 株式会社大和プリント 督促状印刷業務 0.0 随意契約

4 株式会社三響社 報告書印刷業務、挨拶状印刷業務 0.3 随意契約

3 報告書発送業務 0.1 随意契約

2

サンテックサービス株式会社

調査用品発送業務 0.2 随意契約株式会社内山回漕店

1 日本郵便株式会社 調査票等送付経費 5.9 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 株式会社綜研情報工芸 電話督促業務委託

1 株式会社太陽美術

6

4

5

調査用品作成及びプレプリント印字 2.2

6

10

9

3

8

7

ニューコン株式会社 データ入力3 0.5

0.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 個人A 調査票の受付・内容点検業務 0.2

2 個人B 調査票の受付・内容点検業務 0.2

3 個人C 調査票の受付・内容点検業務 0.2

4 個人D 調査票の受付・内容点検業務 0.2

5 個人E 調査票の受付・内容点検業務 0.2

6 個人F 調査票の受付・内容点検業務 0.2

7 個人G 調査票の受付・内容点検業務 0.2

10

8 個人H 調査票の受付・内容点検業務 0.2

9


